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日本銀行のレポートから

Ⅰ
．
各
地
域
の
景
気
判
断
の

　
　

概
要　
　

 （
二
〇
一
七
年
七
月
）

　
各
地
域
の
景
気
の
総
括
判
断
を
み
る
と
、
六

地
域
（
北
陸
、
関
東
甲
信
越
、
東
海
、
近
畿
、

中
国
、
九
州
・
沖
縄
）
で
、「
緩
や
か
に
拡
大

し
て
い
る
」、「
緩
や
か
な
拡
大
に
転
じ
つ
つ
あ

る
」
等
と
し
て
い
る
ほ
か
、三
地
域
（
北
海
道
、

東
北
、
四
国
）
で
は
、「
緩
や
か
な
回
復
を
続

け
て
い
る
」
等
と
し
て
い
る
。
こ
の
背
景
を
み

る
と
、
海
外
経
済
の
緩
や
か
な
成
長
に
伴
い
、

輸
出
が
増
加
基
調
に
あ
る
中
で
、
労
働
需
給
が

着
実
に
引
き
締
ま
り
を
続
け
、
個
人
消
費
の
底

堅
さ
が
増
し
て
い
る
な
ど
、
所
得
か
ら
支
出
へ

の
前
向
き
な
循
環
が
強
ま
っ
て
い
る
こ
と
な
ど

が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

前
回
（
一
七
年
四
月
時
点
）
と
比
較
す
る
と
、

五
地
域
（
北
海
道
、
関
東
甲
信
越
、
近
畿
、
中

国
、
九
州
・
沖
縄
）
で
総
括
判
断
を
引
き
上
げ

て
い
る
。
主
な
背
景
を
み
る
と
、
①
生
産
が
、

海
外
向
け
の
電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
や
生
産
用

機
械
を
中
心
に
増
加
し
て
い
る
こ
と（
北
海
道
、

［
抜
粋
］

　「地域経済報告」（さくらレポート）は、日本銀行本支店等が、日頃、企業ヒアリング等を通じて行っ
ている各地域の経済金融情勢に関する調査の結果を、年４回（１月、４月、７月、10 月）の支店長
会議の機会ごとに取りまとめたものです。また、その時々のトピックスについても、本報告の別冊と
して、原則年２回、まとめています。
＊全文は日本銀行ホームページに掲載されています。http://www.boj.or.jp/research/brp/rer/index.htm/

「
地
域
経
済
報
告
」（
さ
く
ら
レ
ポ
ー
ト
）

関
東
甲
信
越
、近
畿
、中
国
）、②
個
人
消
費
が
、

耐
久
消
費
財
や
高
額
品
の
販
売
堅
調
な
ど
か

ら
上
向
い
て
い
る
こ
と
（
関
東
甲
信
越
、近
畿
、

中
国
、九
州・沖
縄
）、③
公
共
投
資
に
つ
い
て
、

災
害
復
旧
関
連
工
事
が
進
捗
し
、
昨
年
度
の

補
正
予
算
関
連
工
事
の
発
注
も
顕
在
化
し
つ

つ
あ
る
こ
と
（
北
海
道
、関
東
甲
信
越
、九
州・

沖
縄
）
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
一
方
、
残
り

四
地
域
で
は
、
総
括
判
断
に
変
更
は
な
い
と

し
て
い
る
。

（注）前回との比較の「　　」、「　　」は、前回判断に比較して景気の改善度合いま
たは悪化度合いが変化したことを示す（例えば、改善度合いの強まりまたは悪化度合
いの弱まりは、「　　」）。なお、前回に比較し景気の改善・悪化度合いが変化しなかっ
た場合は、「　　」となる。

【17/4 月判断】 前回と
の比較 【17/ 7 月判断】

北海道 緩やかに回復している 回復している

東　北 緩やかな回復基調を続けて
いる 緩やかな回復基調を続けている

北　陸 緩やかに拡大している 緩やかに拡大している

関　東
甲信越

緩やかな回復基調を続けて
いる 緩やかな拡大に転じつつある

東　海 緩やかに拡大している 緩やかに拡大している

近　畿 緩やかに回復している 緩やかな拡大基調にある

中　国 緩やかに回復している 緩やかに拡大しつつある

四　国 緩やかな回復を続けている 緩やかな回復を続けている

九州・沖縄 緩やかに回復している
地域や業種によってばらつき
がみられるものの、緩やかに
拡大している
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Ⅱ
． 
別
冊
「
各
地
域
に
お
け
る

女
性
の
活
躍
推
進
に
向
け

た
企
業
等
の
取
り
組
み
」

　
　
　
　
　
　
（
二
〇
一
七
年
六
月
）

１
．�

は
じ
め
に

　

少
子
高
齢
化
と
景
気
拡
大
の
も
と
で
の
人

手
不
足
感
の
強
ま
り
（
図
表
１
、２
）
や
、
人
材

多
様
化
に
よ
り
競
争
力
強
化
を
図
り
た
い
と

い
う
企
業
経
営
戦
略
上
の
ニ
ー
ズ
を
背
景
に
、

多
様
な
個
人
、
特
に
女
性
が
自
ら
の
希
望
に

応
じ
て
活
躍
で
き
る
環
境
整
備
の
重
要
性
が

増
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
女
性
が
労
働

参
加
し
や
す
く
す
る
こ
と
に
加
え
、
企
業
内

で
の
役
割
な
ど
の
活
躍
度
合
い
で
も
向
上
を

図
り
、
一
人
ひ
と
り
が
生
み
出
す
付
加
価
値

を
高
め
て
い
け
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
重
要

に
な
っ
て
い
る
。

  

こ
う
し
た
環
境
整
備
を
推
進
し
て
い
く
に
あ

た
っ
て
は
、
企
業
、
自
治
体
な
ど
幅
広
い
関

係
者
の
役
割
が
重
要
だ
が
、
企
業
内
で
の
活

躍
度
合
い
の
向
上
を
考
え
る
と
、
特
に
企
業

の
役
割
が
重
要
と
言
え
る
。

　

以
上
の
問
題
意
識
の
も
と
、
日
本
銀
行
で

は
、
本
支
店
等
を
通
じ
て
、
企
業
や
自
治
体

等
に
よ
る
女
性
の
活
躍
推
進
へ
の
取
り
組
み

を
調
査
し
た
。
ま
た
、同
様
の
問
題
意
識
か
ら
、

高
齢
者
の
活
躍
推
進
へ
の
取
り
組
み
に
つ
い

て
も
、
補
論
と
し
て
整
理
し
た
。
以
下
で
は
、

企
業
等
が
取
り
組
み
の
過
程
で
直
面
し
た
課

題
、
そ
し
て
そ
れ
を
ど
の
よ
う
に
克
服
し
て
き

た
か
も
含
め
て
、
紹
介
す
る
こ
と
と
し
た
い

（
今
回
の
調
査
過
程
で
企
業
等
か
ら
聞
か
れ
た
特
徴
的

な
声
の
う
ち
、
女
性
の
活
躍
推
進
に
つ
い
て
は
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
掲
載
の
別
冊
一
二
〜
二
一
ペ
ー
ジ
、
補
論
に
つ

い
て
は
二
五
〜
二
九
ペ
ー
ジ
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
）。

２
．�

各
地
域
の
女
性
の
労
働
参
加
を

取
り
巻
く
状
況
と
、

　
　

企
業
の
取
り
組
み
の
重
要
性

  

ま
ず
、
各
地
域
の
女
性
の
労
働
参
加
を
取
り

巻
く
状
況
を
確
認
し
て
お
く
と
、
い
ず
れ
の
地

域
と
も
労
働
需
給
は
タ
イ
ト
化
し
て
お
り
（
図

表
３
）、
企
業
に
と
っ
て
、
少
な
く
と
も
必
要
な

人
員
確
保
の
観
点
か
ら
は
、
女
性
採
用
の
ニ
ー

ズ
が
強
ま
っ
て
い
る
と
み
ら
れ
る
。

  

そ
の
う
え
で
、
実
際
に
女
性
の
労
働
参
加
が

実
現
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
し
ば
し
ば

指
摘
さ
れ
る
通
り
、
保
育
所
の
整
備
や
三
世
代

同
居
な
ど
、
子
供
を
預
け
ら
れ
る
環
境
が
重
要

と
考
え
ら
れ
る
。
実
際
、
地
域
別
の
女
性
の
労

働
力
率
と
、
保
育
所
の
整
備
状
況
や
三
世
代
同

居
率
と
の
関
係
を
み
る
と
、
あ
る
程
度
の
相
関

が
見
て
取
れ
る
（
図
表
４
、５
）。
た
だ
、
そ
れ
だ

け
で
説
明
で
き
な
い
部
分
が
相
当
程
度
あ
る
の

も
事
実
で
あ
り
、
さ
ら
に
言
え
ば
、
企
業
内
で

の
活
躍
度
合
い
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
だ
け
で
は

ほ
と
ん
ど
説
明
が
つ
か
な
い
（
図
表
６
、７
）。
こ

れ
ら
の
背
景
と
し
て
、
今
回
の
調
査
で
は
、
共

0

20

40

60

80

100

120

140

160

1950 1970 1990 2010 2030 2050

65歳以上 15～64歳 14歳以下 

（百万人） 

年 

将来推計 

（出所）総務省、国立社会保障・人口問題研究所 

  

-60

-40

-20

0

20

40

60

04 06 08 10 12 14 16

製造大企業 非製大企業 

製造中小企業 非製中小企業 

（％ポイント） 

年 

予測 

「過剰」超 

「不足」超 

（出所）日本銀行 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

東
京
都 

福
井
県 

岐
阜
県 

岡
山
県 

広
島
県 

愛
知
県 

香
川
県 

富
山
県 

石
川
県 

宮
城
県 

島
根
県 

群
馬
県 

福
島
県 

三
重
県 

長
野
県 

愛
媛
県 

山
口
県 

大
阪
府 

鳥
取
県 

静
岡
県 

徳
島
県 

福
岡
県 

熊
本
県 

新
潟
県 

京
都
府 

山
形
県 

岩
手
県 

茨
城
県 

宮
崎
県 

大
分
県 

栃
木
県 

山
梨
県 

滋
賀
県 

秋
田
県 

和
歌
山
県 

千
葉
県 

奈
良
県 

兵
庫
県 

長
崎
県 

高
知
県 

佐
賀
県 

青
森
県 

神
奈
川
県 

北
海
道 

埼
玉
県 

鹿
児
島
県 

沖
縄
県 

有効求人倍率（2016年） 有効求人倍率（2012年） 

（倍） 

（出所）厚生労働省 （出所）厚生労働省

図表 3　都道府県別の有効求人倍率

図表 2　雇用人員判断ＤＩ（短観） 図表 1　わが国の人口

（出所）日本銀行 （出所）総務省、国立社会保障・人口問題研究所



20NICHIGIN 2017 NO.51

働
き
に
よ
る
世
帯
収
入
の
下
支
え
と
い
っ
た

働
き
手
側
の
経
済
的
な
事
情
も
含
め
、
様
々

な
要
因
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
結
局
の
と

こ
ろ
、
個
々
の
企
業
の
取
り
組
み
が
重
要
で

あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
こ
れ
は
と

り
わ
け
、
活
躍
度
合
い
の
面
で
顕
著
で
あ
る
。

３
．�

企
業
の
取
り
組
み
ス
タ
ン
ス
と
、

具
体
的
な
取
り
組
み

（
１
）
取
り
組
み
ス
タ
ン
ス

  

女
性
の
活
躍
推
進
に
向
け
た
企
業
の
取
り
組

み
ス
タ
ン
ス
を
み
る
と
、
動
機
は
、
①
人
手

不
足
に
対
応
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
て
い
る
、

②
経
営
方
針
と
し
て
、
企
業
が
成
長
す
る
た

め
に
は
多
様
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
環
境
の

整
備
が
重
要
と
考
え
て
い
る
、
③
政
府
が
女

性
の
活
躍
推
進
に
向
け
て
取
り
組
む
中
で
、

社
会
的
責
任
を
果
た
し
て
い
く
必
要
性
を
感

じ
て
い
る
、
な
ど
様
々
で
あ
る
が
、
総
じ
て

積
極
化
し
て
い
る
よ
う
に
う
か
が
わ
れ
る
。

た
だ
、
積
極
さ
の
度
合
い
は
、
動
機
に
よ
り

や
や
差
が
あ
り
、
取
り
組
み
内
容
の
違
い
と

な
っ
て
現
れ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

（
２
）
具
体
的
な
取
り
組
み

　
（
イ
） 

出
産
・
育
児
等
を
経
て
も
働
き
続
け
ら

れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
取
り
組
み

  

出
産
・
育
児
等
を
機
に
女
性
社
員
が
離
職
す

る
の
を
防
ぐ
た
め
、
育
児
短
時
間
勤
務
制
度
、

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
な
ど
、
家
庭
と
仕

事
の
両
立
支
援
策
の
整
備
に
取
り
組
む
動
き

が
広
が
っ
て
い
る
（
図
表
８
）。
特
に
育
児
短
時

間
勤
務
制
度
は
、
人
繰
り
面
で
余
裕
の
乏
し

い
中
小
企
業
の
中
に
は
導
入
が
ま
ま
な
ら
な

い
先
も
あ
る
が
、
関
連
法
令
に
よ
り
一
定
の

対
応
が
原
則
求
め
ら
れ
て
い
る
も
と
で
広
範

に
普
及
し
て
お
り
、
利
用
可
能
な
期
間
を
延

長
す
る
先
も
多
く
み
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し

た
中
、
最
近
で
は
「
離
職
の
防
止
」
に
と
ど

ま
ら
ず
、
産
休
入
り
前
か
ら
育
休
明
け
の
間

の
節
目
で
上
司
が
き
め
細
か
く
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

R² = 0.0065 

10

15

20

25

2 3 4 5 6 7 8 9 10

（女性管理職比率＜2015年＞、％） 

（0～5歳児1000人当たり保育所数＜2015年＞、施設） 

（出所）総務省、厚生労働省 

R² = 0.1908 

10

15

20

25

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

（女性管理職比率＜2015年＞、％） 

（３世代同居率＜2015年＞、％） 

（出所）総務省 

R² = 0.6919 

60

65

70

75

80

85

90

2 3 4 5 6 7 8 9 10

（25～44歳女性の労働力率＜2015年＞、％） 

（0～5歳児1000人当たり保育所数＜2015年＞、施設） 

（出所）総務省、厚生労働省 

図表 4　都道府県別の保育所数と女性の労働力率

（出所）総務省、厚生労働省

R² = 0.6919 

60

65

70

75

80

85

90

2 3 4 5 6 7 8 9 10

（25～44歳女性の労働力率＜2015年＞、％） 

（0～5歳児1000人当たり保育所数＜2015年＞、施設） 

（出所）総務省、厚生労働省 

R² = 0.6919 

60

65

70

75

80

85

90

2 3 4 5 6 7 8 9 10

（25～44歳女性の労働力率＜2015年＞、％） 

（0～5歳児1000人当たり保育所数＜2015年＞、施設） 

（出所）総務省、厚生労働省 

R² = 0.4611 

60

65

70

75

80

85

90

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

（25～44歳女性の労働力率＜2015年＞、％） 

（３世代同居率＜2015年＞、％） 

（出所）総務省 

（出所）総務省

図表 5　都道府県別の３世代同居率と女性の労働力率
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図表 6　都道府県別の保育所数と女性管理職比率図表 7　都道府県別の３世代同居率と女性管理職比率
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ー
シ
ョ
ン
を
取
る
な
ど
「
ス
ム
ー
ズ
な
職
場
復

帰
の
支
援
」
に
動
く
先
も
増
え
て
き
て
い
る
。

  

ま
た
、
女
性
を
含
む
多
様
な
人
材
の
活
躍
推

進
を
重
要
な
経
営
方
針
に
位
置
付
け
て
い
る
大

企
業
を
中
心
に
、
事
業
所
内
保
育
所
の
整
備
や

在
宅
勤
務
制
度
の
導
入
な
ど
の
よ
り
先
進
的
な

取
り
組
み
も
広
が
り
つ
つ
あ
る
よ
う
に
う
か
が

わ
れ
る
。
出
産
・
育
児
中
の
女
性
社
員
に
配
慮

し
、
勤
務
地
の
限
定
さ
れ
た
新
た
な
職
種
の
導

入
や
、
運
用
面
で
の
工
夫
に
よ
り
、
転
勤
を
回

避
す
る
等
の
取
り
組
み
も
み
ら
れ
て
い
る
。

  

さ
ら
に
、
配
偶
者
の
転
勤
に
際
し
て
も
離
職

を
余
儀
な
く
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
同
行

転
勤
制
度
や
一
時
休
職
制
度
を
導
入
す
る
動
き

や
、
同
業
者
間
で
提
携
し
、
転
居
先
に
あ
る
提

携
先
の
企
業
で
採
用
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る

動
き
も
み
ら
れ
る
。

こ
の
ほ
か
、
過
去
に

配
偶
者
の
転
勤
等
を

機
に
離
職
し
た
女
性

社
員
を
再
雇
用
す
る

制
度
を
導
入
す
る
動

き
も
み
ら
れ
る
。

  
　

加
え
て
、
多
く
の

企
業
か
ら
、
こ
う
し

た
両
立
支
援
制
度
が

ス
ム
ー
ズ
に
所
期
の

効
果
を
上
げ
る
に

は
、
制
度
を
導
入
す

る
だ
け
で
は
な
く
、

利
用
し
や
す
い
環
境

づ
く
り
が
重
要
と
の

声
が
聞
か
れ
て
い

る
。
典
型
例
は
、
育

児
短
時
間
勤
務
制
度

に
関
す
る
も
の
で
、

「
周
囲
の
同
僚
に
負

担
が
か
か
る
こ
と
の
心
苦
し
さ
か
ら
利
用
が
進

ま
な
い
」
と
か
、「
周
囲
が
長
時
間
労
働
を
し
て

い
る
中
で
は
利
用
す
る
の
に
気
が
引
け
る
と
す

る
女
性
社
員
が
多
い
」
と
い
っ
た
声
が
多
い
。

こ
の
た
め
、
こ
う
し
た
企
業
で
は
、
①
長
時
間

労
働
の
是
正
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
②
平
素

か
ら
社
員
の
マ
ル
チ
タ
ス
ク
化
や
事
務
の
マ
ニ

ュ
ア
ル
化
を
進
め
て
お
く
こ
と
で
、
周
囲
の
社

員
に
よ
る
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
容
易
に
す
る
、
③

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
社
員
に
対
し
て
、
処
遇
面

で
明
示
的
に
分
か
る
形
で
報
い
る
、
④
短
時
間

勤
務
者
が
生
じ
た
際
に
、
派
遣
社
員
の
活
用
等

に
よ
り
人
員
を
補
充
す
る
、
と
い
っ
た
対
応
を

取
っ
て
い
る
。

  

こ
れ
ら
の
両
立
支
援
策
は
、
女
性
の
就
業
率

の
上
昇
が
出
生
率
の
低
下
を
通
じ
て
長
い
目
で

み
た
人
口
減
少
に
拍
車
を
か
け
る
の
を
防
ぐ
、

と
い
う
観
点
か
ら
も
き
わ
め
て
重
要
な
も
の
と

考
え
ら
れ
る
。

　
（
ロ
）
新
規
採
用
の
積
極
化

  

従
来
、
業
務
の
内
容
や
イ
メ
ー
ジ
が
ネ
ッ
ク

と
な
り
、
女
性
の
採
用
が
進
ん
で
い
な
か
っ
た

企
業
も
含
め
、
多
く
の
先
で
、
企
業
イ
メ
ー
ジ

の
向
上
や
、
省
力
化
投
資
等
に
よ
る
女
性
の
働

き
や
す
い
環
境
整
備
等
に
よ
り
、
女
性
の
採
用

拡
大
を
図
る
動
き
が
み
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

時
間
制
約
の
あ
る
女
性
で
も
働
き
や
す
い
よ

う
、
パ
ー
ト
従
業
員
の
勤
務
時
間
な
ど
の
募
集

要
件
を
柔
軟
に
す
る
動
き
も
目
立
つ
。

  

さ
ら
に
、
従
来
、
女
性
社
員
の
定
着
率
の
低

さ
か
ら
採
用
に
消
極
的
だ
っ
た
先
で
も
、
家
庭

と
仕
事
の
両
立
支
援
策
の
奏
功
等
に
よ
り
女
性

社
員
の
定
着
率
が
上
昇
し
つ
つ
あ
る
こ
と
を
受

け
、
積
極
的
な
採
用
姿
勢
に
転
じ
る
動
き
が
み

ら
れ
て
い
る
。

　
（
ハ
）
活
躍
度
合
い
の
向
上
へ
の
取
り
組
み

  

女
性
社
員
の
採
用
が
進
ん
で
い
な
い
先
は
も

ち
ろ
ん
、
女
性
社
員
が
相
応
の
数
に
上
っ
て
い

る
先
で
も
、
管
理
職
の
人
数
が
低
水
準
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
な
ど
、
活
躍
度
合
い
の
面
で
は
向

上
余
地
が
大
き
い
先
が
多
い
。
こ
の
理
由
と
し

て
、
企
業
か
ら
は
、「
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
が
身
近

に
い
な
い
た
め
、
女
性
社
員
が
キ
ャ
リ
ア
イ
メ

ー
ジ
を
描
け
る
環
境
に
な
い
」、「
男
性
管
理
職

の
長
時
間
労
働
を
目
の
当
た
り
に
す
る
中
で
、

多
く
の
女
性
社
員
に
と
っ
て
管
理
職
に
な
り
た

い
と
思
え
る
環
境
に
な
い
」
な
ど
、
男
性
管
理

職
の
働
き
方
や
全
社
的
な
人
事
政
策
に
も
関
わ

る
よ
う
な
声
が
多
く
聞
か
れ
て
い
る
。

  

こ
う
し
た
中
で
、
多
様
な
人
材
の
活
躍
推
進

を
重
要
な
経
営
方
針
に
位
置
付
け
て
い
る
大
企

業
を
中
心
に
、
管
理
職
も
含
め
た
長
時
間
労
働

の
是
正
や
男
性
社
員
の
育
児
へ
の
参
加
意
識
の

醸
成
も
含
め
、
女
性
社
員
の
活
躍
度
合
い
の
向

上
に
取
り
組
む
動
き
が
広
が
り
つ
つ
あ
る
よ
う

に
う
か
が
わ
れ
る
。
主
な
取
り
組
み
は
上
記
の

表
の
通
り
で
あ
り
、
象
徴
的
な
ケ
ー
ス
で
は
こ

れ
ら
を
パ
ッ
ケ
ー
ジ
で
行
っ
て
い
る
。

女性の活躍度合いの向上に向けた主な取り組み

①女性など多様な人材の活躍推進に向けた経営トップの強いコミットメント

例 ・「多様な人材の活躍なしに、会社の成長はない」等のメッセージを発信

②経営トップのコミットメントを裏打ちする具体的な目標設定と推進体制の整備

例 ・期限付きで女性管理職比率の引き上げ目標を設定、公表
・多様な人材の活躍推進に当たる専担部署を設置
・象徴的なポジションにしかるべき女性社員を登用

③長時間労働の是正や社員の意識改革に向けた取り組み

例 ・営業ノルマを廃止してでも長時間労働の是正を達成する決意を表明
・一定時刻以降は、パソコンの強制終了等により、物理的に業務を不可能に
・勤務時間等の長さではなく、成果に重点を置いた人事評価システムに移行
・男性管理職の意識改革に向け、セミナー・研修を実施

④ロールモデルの確立に向けた候補者の選出と精力的な育成

例 ・女性の管理者候補を選出のうえ、研修等を通じてキャリア志向を滋養
・キャリア形成を後押しするため、積極的にジョブローテーションを実施
・いわゆる「マミートラック」（注）を回避するため、仕事の割り振りを工夫
・メンター制度や女性社員間のネットワークづくり等によりサポート

（注）子育て中に重要な仕事が経験できず、その後もキャリア形成ができない状態を表した言葉。
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４
．�
地
方
自
治
体
や

　
　

関
連
企
業
等
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト

  

育
児
中
の
女
性
の
労
働
参
加
が
増
加
し
て
い

る
中
で
、
子
供
の
数
全
体
で
み
る
と
は
っ
き
り

と
減
少
し
て
い
る
地
域
も
含
め
、
幅
広
い
地

域
で
保
育
所
へ
の
入
所
希
望
が
受
入
枠
を
超

過
し
、
待
機
児
童
が
発
生
し
て
い
る
（
図
表
９
、

10
）。
こ
れ
を
受
け
て
、
政
府
や
多
く
の
自
治

体
で
は
、
補
助
金
の
支
給
等
に
よ
る
事
業
所

内
保
育
所
の
設
置
支
援
を
含
め
、
保
育
所
の

増
設
に
向
け
て
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る

（
図
表
11
）。
ま
た
、
女
性
の
求
職
者
に
対
し
て

就
業
お
よ
び
子
育
て
と
の
両
立
の
支
援
を
行

っ
た
り
、
女
性
の
活
躍
推
進
に
積
極
的
な
企

業
に
対
し
て
、
自
治
体
独
自
に
認
定
を
行
い
、

補
助
金
を
支
給
す
る
こ
と
な
ど
を
通
じ
て
、

よ
り
幅
広
い
企
業
の
積
極
的
な
取
り
組
み
を

引
き
出
そ
う
と
い
う
動
き
も
目
立
つ
。

　

こ
の
間
、
女
性
の
労
働
参
加
の
増
加
に
伴

い
、
共
働
き
世
帯
が
増
加
し
て
い
る
中
で
、

こ
れ
を
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
と
捉
え
、
新
た

な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
展
開
す
る
動
き
も
広

が
っ
て
い
る
よ
う
に
う
か
が
わ
れ
る
。
具
体

的
に
は
、
保
育
サ
ー
ビ
ス
を
手
掛
け
る
企
業

か
ら
は
保
育
所
の
新
設
を
積
極
化
し
て
い
る

と
の
声
が
聞
か
れ
て
い
る
ほ
か
、
家
電
業
界

で
は
家
事
時
間
の
短
縮
が
可
能
な
洗
濯
機
や

冷
蔵
機
能
に
優
れ
た
大
型
冷
蔵
庫
等
の
高
機

能
製
品
の
品
揃
え
を
拡
充
す
る
動
き
が
み
ら

れ
て
い
る
。
ま
た
、
ス
ー
パ
ー
等
か
ら
は
、
中

食
需
要
の
拡
大
を
見
込
ん
で
惣
菜
等
の
品
揃

え
を
強
化
し
て
い
る
と
の
声
が
聞
か
れ
て
い

る
。
こ
う
し
た
動
き
は
、
家
庭
と
仕
事
の
両

立
を
し
や
す
く
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
女
性

の
活
躍
を
後
押
し
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

５
．�

成
果

  

こ
う
し
た
取
り
組
み
の
成
果
と
し
て
は
、
以

下
の
三
点
を
指
摘
で
き
る
。

　

第
一
に
、
女
性
の
労
働
参
加
の
面
で
は
、

出
産
・
育
児
を
機
に
離
職
す
る
女
性
社
員
が

減
っ
た
と
の
声
が
広
範
に
聞
か
れ
て
い
る
。

実
際
、
い
わ
ゆ
る
Ｍ
字
カ
ー
ブ
（
注
１
）
を
み

て
も
、
出
産
・
育
児
期
に
あ
る
層
の
労
働
参

加
の
高
ま
り
か
ら
、
幅
広
い
地
域
で
凹
み
が

は
っ
き
り
と
浅
く
な
っ
て
お
り
（
注
２
、
図
表

　
）、
わ
が
国
全
体
で
み
て
も
同
様
の
傾
向
が

み
ら
れ
る
（
図
表
13
）。
ま
た
、
新
規
採
用
に
つ

い
て
も
、
業
種
等
に
よ
る
ば
ら
つ
き
は
大
き

い
も
の
の
、
成
果
が
出
て
い
る
と
の
声
が
多

く
聞
か
れ
る
。
な
お
、
こ
れ
ら
の
動
き
に
は
、

働
き
手
側
の
経
済
的
な
事
情
等
も
影
響
し
て

い
る
可
能
性
が
あ
る
が
、
企
業
に
よ
る
女
性

の
活
躍
推
進
に
向
け
た
環
境
整
備
も
影
響
し

（
注 

1
）
わ
が
国
で
は
、
女
性
の
年
齢
別
の
労
働
力
率
は
、

結
婚
・
出
産
期
に
当
た
る
年
代
に
一
旦
低
下
し
、
育
児

が
落
ち
着
い
た
時
期
に
再
び
上
昇
す
る
と
い
う
、
い
わ

ゆ
る
Ｍ
字
カ
ー
ブ
を
描
く
こ
と
が
知
ら
れ
て
い
る
。

（
注 

2
）
図
表
12 
を
み
る
と
、
高
知
県
、
香
川
県
で
は
逆
に

凹
み
幅
が
拡
大
し
て
い
る
が
、こ
れ
は
、Ｍ
字
の
底
自
体
は

は
っ
き
り
と
浅
く
な
っ
て
い
る（
す
な
わ
ち
、結
婚
・
出
産

期
に
当
た
る
年
代
の
労
働
力
率
は
上
昇
し
て
い
る
）も
の
の
、

そ
れ
以
上
に
、結
婚
・
出
産
期
前
の
年
代
に
お
け
る
労
働
力

率
が
上
昇
し
て
い
る
こ
と
に
よ
る
。
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図表 9　都道府県別にみた未就学児数（０〜５歳）と待機児童数
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図表 11　保育所等の定員数
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図表 10　保育所等の利用率
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て
い
る
と
み
ら
れ
る
。

  
第
二
に
、
活
躍
度
合
い
の
面
で
は
、
人
数
の

面
に
比
べ
る
と
成
果
は
ま
だ
控
え
め
で
あ
り
、

企
業
間
の
ば
ら
つ
き
も
か
な
り
大
き
い
が
、
多

様
な
人
材
の
活
躍
推
進
を
重
要
な
経
営
方
針
に

位
置
付
け
て
い
る
大
企
業
を
中
心
に
、
女
性
の

管
理
職
比
率
が
上
昇
す
る
な
ど
成
果
が
出
つ
つ

あ
る
と
の
声
が
多
く
聞
か
れ
て
い
る
。
実
際
、

わ
が
国
全
体
の
女
性
の
管
理
職
比
率
を
み
る

と
、
他
の
先
進
諸
国
に
比
べ
る
と
か
な
り
低
い

水
準
に
あ
る
が
、
徐
々
に
上
昇
し
て
い
る
（
図

表
14
、
15
）。
ま
た
、
こ
う
し
た
中
で
、
女
性
社

員
の
感
性
を
活
か
し
て
新
た
に
開
発
し
た
商

品
・
サ
ー
ビ
ス
が
需
要
の
掘
り
起
こ
し
に
成
功

し
（
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）、
業

績
向
上
に
繋
が
っ
た
と
い
っ
た
声
も
増
え
て
き

て
い
る
。

  

第
三
に
、
長
時
間
労
働
の
是
正
の
ほ
か
、
作

業
負
担
軽
減
の
た
め
の
省
力
化
投
資
、
育
児
短

時
間
勤
務
制
度
等
を
利
用
し
や
す
く
す
る
た
め

の
マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備
な
ど
、
女
性
の
活
躍
を
推

進
す
る
過
程
で
取
り
組
ん
だ
施
策
が
、
結
果
と
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25～29歳から30～34歳にかけての労働力率の落ち

込み幅の変化（2015年-2010年） 

（％ポイント） 

Ｍ字カーブの 

凹み幅が縮小 
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図表 12　都道府県別にみたＭ字カーブの凹みの縮小度
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図表 14　役職別の女性管理職比率

図表 15　女性管理職比率の国際比較
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図表 13-1　女性の年齢別労働力率（総数）
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図表 13-3　女性の年齢別労働力率（配偶者なし）
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図表 13-2　女性の年齢別労働力率（配偶者あり）
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し
て
、業
務
プ
ロ
セ
ス
の
効
率
化
（
プ
ロ
セ
ス・

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）
を
通
じ
て
生
産
性
の
向
上

に
も
繋
が
っ
て
い
る
と
の
声
も
少
な
く
な
い
。

な
お
、
長
時
間
労
働
の
是
正
に
つ
い
て
は
、
直

感
的
に
は
、「
単
に
勤
務
時
間
を
減
ら
す
だ
け

で
は
、
人
手
不
足
に
拍
車
を
か
け
る
ほ
か
、
収

益
面
で
も
マ
イ
ナ
ス
に
働
く
の
で
は
な
い
か
」

と
の
疑
問
も
生
じ
う
る
。
こ
の
点
、
成
功
事
例

で
は
、「
強
制
的
に
労
働

時
間
が
短
縮
さ
れ
、
否

応
な
し
に
仕
事
を
減
ら

さ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ

た
結
果
、
必
要
性
の
薄

れ
た
仕
事
を
廃
止
」、「
部

署
内
の
全
員
の
日
々
の

作
業
内
容
や
進
捗
状
況

を
『
見
え
る
化
』
す
る

こ
と
な
ど
を
通
じ
て
、

生
産
性
向
上
の
意
識
を

高
め
る
」
と
い
っ
た
取

り
組
み
を
行
っ
た
結
果
、

む
し
ろ
収
益
が
改
善
し

た
と
の
声
も
少
な
く
な

い
。

  
以
上
の
う
ち
第
一
の
点

は
、
労
働
供
給
の
増
加

を
通
じ
て
、
ま
た
第
二
・

第
三
の
点
は
、
生
産
性

の
向
上
を
通
じ
て
、
と

も
に
わ
が
国
経
済
の
成
長
力
の
強
化
に
繋
が
り

う
る
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

６
．�

課
題
等

  

活
躍
度
合
い
の
向
上
の
面
で
は
、
取
り
組
み

が
緒
に
つ
い
た
ば
か
り
の
先
が
少
な
く
な
い
。

ま
た
、
女
性
に
敬
遠
さ
れ
が
ち
と
さ
れ
る
業
種

や
、
資
金
面
で
の
余
裕
の
乏
し
さ
な
ど
か
ら
女

性
の
働
き
や
す
い
環
境
整
備
が
進
ん
で
い
な

い
先
か
ら
は
、
そ
も
そ
も
女
性
の
採
用
が
難

し
い
と
の
声
も
少
な
か
ら
ず
聞
か
れ
て
い
る
。

  

一
方
で
、
先
進
的
な
取
り
組
み
を
行
っ
て
き

た
先
で
は
、
着
実
に
成
果
が
上
が
っ
て
い
る

半
面
、
新
た
な
課
題
に
直
面
し
て
い
る
先
も

み
ら
れ
る
。
具
体
的
に
は
、「
出
産
・
育
児
等

に
よ
り
転
勤
が
困
難
と
な
っ
た
女
性
総
合
職

が
増
加
し
て
い
る
こ
と
に
伴
い
、
従
来
の
転

勤
を
前
提
と
し
た
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
の

維
持
が
難
し
く
な
り
つ
つ
あ
る
」
と
い
っ
た

声
が
聞
か
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
先
か
ら
は
、

夫
の
転
勤
等
に
際
し
て
女
性
社
員
が
離
職
せ

ざ
る
を
得
な
い
ケ
ー
ス
が
あ
る
こ
と
を
念
頭

に
、「
仮
に
離
職
し
て
も
、
処
遇
を
落
と
さ
ず

に
再
就
職
で
き
る
よ
う
、『
ジ
ョ
ブ
型
』
の
雇

用
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換
に
よ
り
、
雇
用
の
流

動
性
を
高
め
る
必
要
が
あ
る
」
と
の
指
摘
も

な
さ
れ
て
い
る
。

  

こ
の
間
、
多
く
の
企
業
か
ら
は
、
女
性
が
働

き
や
す
い
環
境
整
備
に
向
け
て
、
保
育
所
の

一
段
の
整
備
や
前
提
と
な
る
保
育
士
の
確
保
、

学
童
保
育
の
預
か
り
時
間
の
延
長
等
に
期
待

す
る
声
が
聞
か
れ
て
い
る
。
ま
た
、
女
性
の

就
業
形
態
に
対
し
て
よ
り
中
立
的
な
税
制
・

社
会
保
障
制
度
と
な
る
よ
う
、
配
偶
者
控
除

等
の
更
な
る
見
直
し
に
期
待
す
る
声
も
聞
か

れ
て
い
る
。

７
．�

お
わ
り
に

  

以
上
み
て
き
た
通
り
、
企
業
等
の
取
り
組
み

も
あ
っ
て
、
女
性
の
労
働
参
加
は
は
っ
き
り

と
増
加
し
て
い
る
。
ま
た
、
活
躍
度
合
い
の

面
で
も
、
労
働
参
加
ほ
ど
で
は
な
い
ほ
か
、

企
業
間
の
ば
ら
つ
き
も
か
な
り
大
き
い
が
、

成
果
が
出
つ
つ
あ
る
と
の
声
が
多
く
聞
か
れ

て
い
る
。
さ
ら
に
、
女
性
の
活
躍
推
進
に
取

り
組
む
過
程
で
、
大
胆
な
仕
事
の
見
直
し
に

よ
る
長
時
間
労
働
の
是
正
や
、
省
力
化
投
資

等
を
進
め
た
結
果
と
し
て
、
生
産
性
の
向
上

に
繋
が
っ
た
と
す
る
声
も
少
な
く
な
い
。

  

も
っ
と
も
、
こ
う
し
た
取
り
組
み
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
人
手
不
足
感
は
む
し
ろ
強
ま
る
方

向
に
あ
る
。
ま
た
、
取
り
組
み
の
結
果
、
新

た
な
課
題
が
生
じ
て
い
る
と
の
声
も
あ
り
、

そ
の
中
に
は
、
転
勤
制
度
を
巡
る
論
点
な
ど
、

既
存
の
人
事
シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
問
題
提
起

も
含
ま
れ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

  

こ
う
し
た
状
況
を
み
る
と
、
働
き
方
改
革
の

も
と
で
、
今
後
、
企
業
等
が
ど
の
よ
う
に
対

応
し
て
い
く
か
に
よ
り
、
個
々
の
企
業
や
地

域
経
済
の
活
力
が
大
き
く
左
右
さ
れ
る
も
の

と
考
え
ら
れ
る
。
人
手
不
足
や
生
産
性
向
上

へ
の
他
の
取
り
組
み
も
含
め
、
今
後
と
も
企

業
等
の
対
応
を
丹
念
に
フ
ォ
ロ
ー
し
て
い
く

こ
と
と
し
た
い
。

女性の活躍推進に向けた取り組みと、わが国経済の成長力への影響

人手不足 企業の成長のため、多様な人材の活躍が重要との認識の高まり

女性の活躍推進への取り組みの広がり

女性の
労働参加の

増加

阻害要因である
長時間労働の

是正の取り組みの広がり

業務効率化による生産性向上
（プロセス・イノベーション）

女性ならではの
感性を活かした

新製品・サービスの
企画・開発による
需要の掘り起こし

（プロダクト・イノベーション）

労働供給増加 生産性向上 成長力強化＋ ＝
▼

▼ ▼

▼ ▼ ▼

▼

▼


